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１．研 究 目 的 

2006 年に地域包括支援センター（以下、地域包括）が制度化され、地域福祉の中核とし

ての機能を担うこととなった。2009 年の地域包括ケア研究会報告書においても、地域包括

ケア圏域において提供されるサービスの質の評価について触れられており、特にパフォー

マンス評価の必要性が指摘されている。近年、地域包括の各専門職における実践評価につ

いては、各々の職能団体による自己評価の手引きなどが出されている。 

本研究では、姫路市における地域包括に対する第三者評価事業を取り上げる。姫路市で

は、2009 年度より、市内地域包括に対して第三者評価の受審を義務付けた。第三者評価事

業の実施に向けて、姫路市介護保険課、地域包括、第三者評価事業の委託を受けた姫路市

介護サービス第三者評価機構を構成員とする作業部会にて、評価項目ならびに評価手法の

作成に取り組んだ。その経緯を整理し、地域包括に関するサービス向上と情報公開に向け

た姫路市モデルの取り組みについて、評価項目の作成を中心にまとめたい。 

２．研究の視点および方法 

姫路市の地域包括におけるサービスの向上や公益性の確保を図るために市の独自施策

である地域包括に対する第三者評価事業に着目する。第 1 に第三者評価項目の作成にあた

った作業部会の取り組みについて会議録を中心に整理、分析した。第 2 に作成された評価

項目をカテゴリー化し、その枠組みの明確化を図った。第 3 に地域包括に対する第三者評

価の意義について考察した。 

３．倫理的配慮 

本研究の趣旨を関係団体に説明し、同意を得た上で分析を進めた。また、第三者評価項

目の作成に当たって実施された作業部会での内容を分析する際、個人や機関名が特定され

ないよう配慮した。 

４．研 究 結 果 

2009 年 4 月から 8 月にかけて姫路市介護保険課、地域包括支援、第三者評価事業の委託

を受けた姫路市介護サービス第三者評価機構を構成員とする作業部会を設置し、評価項目

ならびに評価手法の作成に取り組んだ。 

作業部会では姫路市の地域特性や現状と課題を踏まえて評価基準の方向性が検討され

た。評価基準は、厚生労働省の地域包括支援センター業務マニュアルを参考に、手順やシ

ステムといった組織としての仕組みを評価することとした。業務マニュアルから、計 105
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項目に細分化した上で優先されるべき項目を絞り込んだ。その結果、①運営体制と共通基

盤業務、②総合相談支援業務、③権利擁護業務、④包括的・継続的ケアマネジメント業務、

⑤介護予防のケアマネジメント業務の 5カテゴリー28項目を地域包括自身による自己評価

項目として作成した。次に地域包括の業務上、重要性が高い、さらには独自性が抽出でき

ると考えられる項目を中心に、15 項目を第三者による評価項目として抽出した（表１）。 

 姫路市で地域包括に第三者評価の受審を義務づけた背景には運営方法が直営から委託に

変更された実情がある。委託時点において、地域包括のサービス内容について地域格差が

指摘されていた。また、委託方式を取り入れることによって、地域包括の公益性をどのよ

うにして担保していくかが行政的課題でもあった。 

行政による指導監査は事業所に対して最低基準の遵守を求める要素が強く、その結果は

原則として公表されることはない。2005 年の改正介護保険により導入された介護サービス

情報の公表の対象に地域包括は入っていない。また、地域の独自性が重要視される地域包

括で全国統一基準での調査項目だけでは、かえって各地域包括の独自性が抑制されるとい

ったことが懸念される。 

このような中、自治体ごとに地域の独自性を生かした福祉サービスを提供していくには、

各自治体が目指す福祉モデルを明確化し、その構想に合った評価項目を作成していくこと

が必要といえよう。そして、その評価情報に客観性をもたせ、公益性の確保に向けた情報

公開を実施するうえで姫路市モデルの第三者評価システムは有効であると考える。 

表１．地域包括支援センターの評価項目（2009 年度） 

大項目 中項目 小項目  

1 
運営体制
と共通的
基盤業務 

1 運営における基本的な視点 
1 運営の基本的な視点の理解及び目的・方向性の共有 ○ 
2 計画的な事業運営のための取組の状況 ○ 

2 チームアプローチの実行 
3 各業務の趣旨及び内容、進め方に関する理解と責任体制の明確化  

4 高齢者に関する情報の共有と連携の場づくり  
3 地域包括支援ネットワークの構築 5 ネットワーク構築業務の位置づけ ○ 

4 個人情報保護 
6 地域包括支援センターの有する個人情報の保護の仕組み  
7 個人情報の保護と利用における利用者への説明と同意  

5 地域住民に対する広報 
8 運営に関する利用者・家族・関係者等の意見の反映 ○ 
9 地域住民に対する広報 ○ 

2 
総合相談
支援業務 

6 
地域におけるネットワーク
構築業務 

10 サービス提供機関や専門相談機関のマップ（リスト）の作成 ○ 
11 地域のニーズ把握手法とその実施 ○ 
12 地域の社会資源の発見・活用と必要な社会資源の改善・開発 ○ 
13 地域住民に対する地域包括支援センターの活動内容の啓発 ○ 

7 実態把握業務 14 サービス未利用要支援者等の実態把握  
8 総合相談業務 15 初期段階での相談対応 ○ 

9 継続的・専門的な相談支援 
16 訪問による相談や情報収集  
17 サービス、制度、機関へのつなぎと継続支援 ○ 

3 
権利擁護
業務 

10 成年後見制度の活用促進 
18 成年後見制度及び日常生活自立支援事業に関する団体との連携と広報 ○ 
19 成年後見制度の利用に関する判断と申立て支援  

11 消費者被害の防止 20 消費者被害の防止  
12 高齢者虐待への対応 21 高齢者虐待への対応 ○ 
13 困難事例への対応 22 困難事例の相談対応と検討策の検討、実態把握とフォロー  

4 
包括的・継

続的ケアマ

ネジメント 

14 
包括的・継続的ケアマネジメントの体
制構築 

23 介護支援専門員への側面的支援 ○ 
24 地域の介護支援専門員を取り巻く関係機関の調整と連携体制づくり  

15 介護支援専門員に対する個別支援 25 ケアプラン作成指導等を通じたケアマネジメントの指導  

5 
介護予防の

ケアマネジ

メント 

16 介護予防に関するケアマネジメント 
26 介護予防のアセスメント・ケアプランの作成 ○ 
27 介護予防ケアプランのモニタリングと評価・見直し  

17 指定居宅介護⽀援事業者への業務委託 28 指定居宅介護支援事業者への良好な業務委託  

注 1）小項目はすべて A、B、C、D の 4 段階評価と自由記述による自己評価を行い、その内○印について、外部調

査員による第三者評価を行う。  


